
 

           
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（１）地域医療介護総合確保基金による医療・介護提供体制改革（社会保障の充

実）（後掲・介護分３８ページ参照）            １，０８５億円（１，０８５億円） 
地域の医療及び介護の総合的な確保のための事業を支援するため、都道府県に設置

された医療介護総合確保推進法に基づく基金（地域医療介護総合確保基金）の財源を

確保する。 

 

（２）地域包括ケアの着実な推進          ２兆８，７２４億円（２兆７，６７６億円） 

①介護保険制度による介護サービスの確保（一部社会保障の充実）（後掲・３６ページ参照）                                

２兆８，１４０億円（２兆７，１０９億円） 

 
②認知症高齢者等にやさしい地域づくりのための施策の推進【一部新規】（一部社会保障の

充実）（後掲・３８ページ参照）                          ８２億円（４８億円） 

 
③地域での介護基盤の整備【一部新規】（一部社会保障の充実）（後掲・４２ページ参照）                                   

４４４億円（４３２億円） 

 

④介護予防等の取組に係る先進事例の横展開の推進【一部新規】（後掲・４２ページ参照） 

 １億円（６３百万円） 

 

⑤介護・医療関連情報の「見える化」の推進（後掲・４３ページ参照）  ３．５億円（１．９億円） 

 
⑥低所得の高齢者等の住まい・生活支援の推進（後掲・４３ページ参照） 

８２百万円（１．１億円） 

 
 

第１ 安心で質の高い医療・介護サービスの提供 

１ 医療・介護連携の推進     ２兆９，３８７億円（２兆８，３３８億円） 

 

          

 

 

団塊の世代が 75 歳以上となり、医療・介護等の需要の急増が予想される 2025 年、更にそ

の先の 2035 年を見据えた課題解決に向け、医療・介護サービス提供体制の改革を本格的に

進めるため、地域医療介護総合確保基金による事業や認知症施策などを推進する。 

また、医療分野の研究開発を促進することなどにより革新的な医療技術の実用化を推進

し、あわせて医療関連産業の国際競争力を向上させるとともに、予防・健康管理の推進など

により、健康長寿社会の実現を目指す。 
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⑦適切な介護サービス提供に向けた取組の支援【一部新規】（後掲・４３ページ参照） 

１０９億円（１１１億円） 

 

（３）地域における医療・介護の連携強化の調査研究     ３４百万円（３８百万円） 

医療機関等への調査を通じて、退院支援に関わる部門・人材や退院支援のプロセス

の実態と課題分析を行うことを通じ、好事例を横展開するための手引きの策定等を行

う。また、在宅医療介護サービスの効率的かつ適正な提供に関する調査研究を行う。 

 

 

 

 

 

（１）地域医療確保対策   ４１億円及び医療提供体制推進事業費補助金１５０億円の内数 

（４６億円及び医療提供体制推進事業費補助金１３４億円の内数） 
 

①「かかりつけ医」による医療提供体制の構築【新規】                    ２１百万円 

    健康づくり、病診の連携、在宅医療・介護連携等、かかりつけ医として幅広く活

動している医療機関について、活動の効果検証を行う。 

 

②専門医に関する新たな仕組みの構築に向けた取組              １．９億円（３億円） 

医師の質の一層の向上を図ることなどを目的とする専門医に関する新たな仕組み

が円滑に構築されるよう、平成 27年度までの養成プログラム認定状況を踏まえ、研

修体制の不足する地域等でプログラムの作成を重点的に支援するとともに、地域医

療に配慮した専門医養成のあり方に関する検討に必要な経費を支援する。 

 

③歯科口腔保健の推進【一部新規】（一部後掲・５０ページ参照）       ４．２億円（３億円） 

歯科疾患に関する実態調査や歯科保健サービスの効果の検証を行う。また、口腔

と全身に関する知識の普及啓発に取り組むとともに、口腔保健支援センターの設置

を促進し、生涯を通じた歯科口腔保健施策を推進する。 

 

④特定行為に係る看護師の研修制度の推進                    ４．１億円（２．７億円） 

特定行為に係る看護師の研修制度（平成 27 年 10 月１日施行）が円滑に実施され

るよう、指定研修機関の確保、指定研修修了者の計画的な養成、指導者育成のため

の支援等を行う。 

 

⑤医療事故調査制度の適切な運用                            ８．２億円（５．４億円） 

医療の安全を確保するため、医療事故調査制度（平成 27 年 10 月１日施行）にお

いて、医療事故調査結果を収集・分析し、再発防止のための普及啓発等を行う医療

２ 医療提供体制の機能強化             ４９１億円（３５１億円） 
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事故調査・支援センターの運営に必要な経費を支援する。 

 

⑥在宅医療・訪問看護に係るハイレベル人材の養成           １６百万円（１１百万円） 

小児から高齢者までの在宅医療・訪問看護に係る専門知識や経験を豊富に備えた

講師人材を養成し、地域に紹介するなどの取組により、地域の在宅医療・訪問看護

推進のための取組を支援する。 

 

⑦人生の最終段階における医療の体制整備                ６１百万円（３２百万円） 

人生の最終段階における医療に関する患者の相談に適切に対応できる医師、看護

師等の医療従事者の育成を全国展開し、患者の相談体制の基盤を整備する。 

 

⑧死因究明等の推進                                        １．５億円（１．８億円） 

死因究明等推進計画（平成 26 年６月 13 日閣議決定）に基づき、検案する医師の

資質向上や死亡時画像診断の活用を含めた死因究明の推進を図るとともに、歯科診

療情報が有効に活用されるよう、歯科診療情報の標準化及び普及等を行う。 

 

  ⑨補聴器技能者の養成支援【新規】                            ２６百万円 

補聴器の安全で効果的な使用に資するため、質の高い補聴器技能者の養成等を支

援する。 

 
（２）救急・周産期医療などの体制整備   ２３４億円、医療提供体制推進事業費補助金１５０億円の内

数、医療提供体制施設整備交付金２５億円及び国立病院機構運営費交付金１４４億円の内数 

（４５億円、医療提供体制推進事業費補助金１３４億円の内数、医療提供体制施設整備交付金２５億円の内数及び国立病院

機構運営費交付金１６６億円の内数） 

①救急医療体制の整備  ４．１億円、医療提供体制推進事業費補助金１５０億円の内数及び医療提供

体制施設整備交付金２５億円の内数（４．２億円、医療提供体制推進事業費補助金１３４億円の内数及び医

療提供体制施設整備交付金２５億円の内数） 

救急医療体制の整備を図るため、重篤な救急患者を 24時間体制で受け入れる救命

救急センターなどへ財政支援を行う。 

 

②ドクターヘリの導入促進                                             ６１億円※ 

（７百万円及び医療提供体制推進事業費補助金１３４億円の内数） 

※７百万円及び医療提供体制推進事業費補助金１５０億円の内数となる 

地域において必要な救急医療が適時適切に提供できる体制の構築を目指し、早期

の治療開始、迅速な搬送を可能とするドクターヘリの運航体制を拡充するための支

援を行う。 
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③周産期医療体制の整備      ７５百万円、医療提供体制推進事業費補助金１５０億円及び

医療提供体制施設整備交付金２５億円の内数（７５百万円、医療提供体制推進事業費補助金１３

４億円及び医療提供体制施設整備交付金２５億円の内数） 

地域で安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期母子

医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターの新生児集中治療室

（NICU）、母体・胎児集中治療室（MFICU）等へ必要な支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

④へき地保健医療対策の充実                              ６８億円（３８億円） 

これまで離島のみに限定していたヘリコプターによる医師等の巡回診療を、離島

以外のへき地においても活用できるよう対象を拡大するなど、へき地医療体制の強

化・充実を図る。 

 

⑤災害医療体制の充実【一部新規】       ９９億円※、医療提供体制推進事業費補助金１５０億円

の内数、医療提供体制施設整備交付金２５億円及び国立病院機構運営費交付金１４４億円の内数 

（２．５億円、医療提供体制推進事業費補助金１３４億円の内数、医療提供体制施設整備交付金２５億円及び国立

病院機構運営費交付金１６６億円の内数） 

※９５億円及び医療提供体制推進事業費補助金１５０億円の内数となる 

ア 南海トラフ巨大地震や首都直下地震における活動計画を踏まえた災害医療体制

の強化のため、被災地で医療を提供する DMAT養成の拡充、被災地内では対応が困

難な重傷者を被災地外の医療施設へ航空機を用いて搬送する広域医療搬送の拠点

となる SCU（※）（広域医療搬送拠点臨時医療施設）等を整備する。 

※SCU：航空搬送対象患者を一時収容するための臨時医療施設。 

 

イ 災害発生時に入院患者の安全の確保や被災者に対する適切な医療を提供する体

制を維持するため、災害拠点病院や救命救急センター等の耐震化を促進する。 

 

ウ 入院患者が安心して医療を受けることができるよう、有床診療所等に対して、

火災発生時に初期消火を行うスプリンクラー等の整備を支援する。 

 

エ 国立病院機構において、災害時の医療を確実に実施するため、初動医療班の派

遣体制の整備等を行い、災害医療体制の強化・充実を図る。 

 

 

（参考）【平成 27年度補正予算案】 
○ 小児・周産期医療体制の整備促進                                  ２０億円 

地域で安心して産み育てることができる医療提供体制の確保を図るため、小児医療

施設及び周産期医療施設の設備整備を行う。 
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（３）医療分野の ICT化の推進     ４．８億円及び医療施設等設備整備費補助金６．４億円の

内数（１．１億円及び医療施設等設備整備費補助金６．５億円の内数） 

①臨床効果データベース整備【新規】                                     １．４億円 

医師等による日々の診療行為及びアウトカムデータ（診療行為の効果）を一元的

に蓄積・分析・活用するための情報基盤を整備する関係学会等の取組を支援する。 

 

②医療情報連携ネットワーク構築支援サービス（仮称）【新規】                １７百万円 

連携する医療機関の間で電子カルテデータを共有する際に必要となる標準的な通

信規格等を情報発信し、医療情報連携ネットワークの構築を支援する。 

 

③医療資源を有効活用するための遠隔医療の推進   ７百万円及び医療施設等設備整備費

補助金６．４億円の内数（７百万円及び医療施設等設備整備費補助金６．５億円の内数） 

医療資源を有効活用するため、遠隔医療の実施を予定している医師等に対する研修

や、遠隔医療の実施に必要な機器の整備に対して必要な支援を行う。 

 

④医療データの利用拡大のための基盤整備【一部新規】（再掲・４７ページ参照）                       

３．２億円（１億円） 

    医療情報の各種データベース事業の拡充・相互利用の実現及び更なる臨床研究等

の ICT 基盤の構築に向けた研究事業を実施し、医療に関するさまざまなデータの大

規模かつ多様な分析によって医療の質の向上、コスト・経営の効率化、日本発の革

新的な医薬品・医療機器等の開発等を推進する。 

 

 

 

 

 
 

 

各医療保険制度などに関する医療費国庫負担に要する経費を確保し、その円滑な実施を

図る。 

 
（１）平成 28 年度診療報酬改定（一部社会保障の充実）     

１１兆２，２３１億円（１１兆１，６３１億円） 

かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師・薬局の機能の評価や質の高い

在宅医療の推進など地域包括ケアの構築と医療機能の分化・強化、連携等の観点から、

診療報酬本体の引上げを行う。 

 

１．診療報酬本体  ＋０．４９％ 

３ 安定的で持続可能な医療保険制度の運営の確保 

１１兆３，１９３億円（１１兆２，１４１億円） 
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各科改定率 医科 ＋０．５６％ 

歯科 ＋０．６１％ 

調剤 ＋０．１７％ 

 

２．薬価等 

① 薬価     ▲１．２２％ 

上記のほか、 

・市場拡大再算定による薬価の見直しにより、国費▲２００億円程度 

・年間販売額が極めて大きい品目に対応する市場拡大再算定の特例の実施により、 

国費▲２８０億円程度 

② 材料価格   ▲０．１１％ 

 

（２）国民健康保険への財政支援等                             

 

①国民健康保険の財政安定化基金の造成（社会保障の充実）      ４００億円（２００億円） 

平成 30年度から国民健康保険の財政運営を担う都道府県において、予期しない給

付増により財源不足となった場合等に備えて創設される財政安定化基金の造成に必

要な経費を段階的に確保する。 

 

②国民健康保険の制度改正の準備に要するシステム開発         １８０億円（１．８億円） 

平成 30年度から都道府県が当該都道府県内の市町村とともに国民健康保険の運

営を行う制度改正が実施されることから、改正後の制度の円滑な実施を図るため、

都道府県及び市町村の事務の効率的な執行を支援するシステム開発等に要する経費

を確保する。 

 

（３）被用者保険の拠出金等の負担に対する財政支援 （一部社会保障の充実）     

３８１億円（３０８億円） 

拠出金負担の重い被用者保険者の負担を軽減することを目的に、平成 27年度から 

高齢者医療運営円滑化等補助金を段階的に拡充しており、平成 28年度においては短

時間労働者の適用拡大に伴う財政支援を含めた更なる拡充を図る。 

 

 

 

 

 

（１）介護保険制度による介護サービスの確保（一部社会保障の充実）                             

２兆８，１４０億円（２兆７，１０９億円） 

①介護保険制度による介護サービスの確保（一部社会保障の充実）       

４ 安心で質の高い介護サービスの確保  

２兆８，８１９億円（２兆７，７６７億円） 
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２兆７，００１億円（２兆６，０５７億円） 

地域包括ケアシステムの実現に向け、介護を必要とする高齢者の増加に伴い、在

宅サービス、施設サービス等の増加に必要な経費を確保する。 

 

②地域支援事業の推進（一部社会保障の充実）             １，０３０億円（９４２億円） 

 地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取 

組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活を支える医療と介護の連携及 

び認知症の人への支援の仕組みづくり等を一体的に推進しながら、高齢者を地域で 

支えていく体制を構築する。                     

 

③新しい包括的支援事業の推進（社会保障の充実）（再掲・３７ページ参照） 

１９５億円（１１８億円）      

市町村が、以下の取組を段階的に実施する。（社会保障の充実）                  

ア 認知症施策の推進                              ５７億円（２８億円）  

初期集中支援チームの関与による認知症の早期診断・早期対応や地域支援推進員

による相談対応、認知症カフェの設置やボランティアによる認知症の人の居宅訪問

（「認とも」）等を推進する。 

 

イ 生活支援の充実・強化                            ８１億円（５４億円） 

生活支援コーディネーターの配置や協議体の設置等により、地域における生活支

援の担い手やサービスの開発等を行い、高齢者の社会参加及び生活支援の充実を推

進する。 

                          

ウ 在宅医療・介護連携の推進                         ３４億円（１３億円） 

地域の医療・介護関係者による会議の開催、在宅医療・介護関係者の研修等を行

い、在宅医療と介護サービスを一体的に提供する体制の構築を推進する。 

  

エ 地域ケア会議の開催                             ２４億円（２４億円） 

地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討等を行い、

地域のネットワーク構築、ケアマネジメント支援、地域課題の把握等を推進する。 

 

④介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化（社会保障の充実）  １０９億円（１１０億円）  

介護保険の１号保険料について、給付費の５割の公費とは別枠で公費を投入し、

低所得の高齢者の保険料の軽減を行う。 

（第１段階の被保険者の保険料について、保険料基準額に対する割合を 0.5から

0.45としており、平成 29年４月からは、更なる軽減強化を実施する予定）。 
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（２）地域医療介護総合確保基金（介護分）の実施（社会保障の充実）  

                ４８３億円（４８３億円） 

各都道府県に設置された地域医療介護総合確保基金を活用し、介護施設等の整備を

進めるほか、介護人材の確保に向けて必要な事業を支援する。 

 

①介護施設等の整備に関する事業                     ４２３億円（４２３億円）       

地域密着型特別養護老人ホーム等の地域密着型サービスの施設整備に必要な経費 

や、介護施設（広域型を含む）の開設準備等に必要な経費、特養多床室のプライバ

シー保護のための改修等に必要な経費の助成を行う。 

 

②介護従事者の確保に関する事業                       ６０億円（６０億円）      

多様な人材の参入促進、資質の向上、労働環境・処遇の改善の観点から、介護従 

事者の確保対策を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）認知症高齢者等にやさしい地域づくりのための施策の推進【一部新規】（一部

社会保障の充実）                                 ８２億円（４８億円） 

（参考）【平成 27年度補正予算案】 
○ 都市部を中心とした在宅・施設サービスの整備の加速化・支援の拡充       

（地域医療介護総合確保基金（介護分）の積み増し） ９２１億円 

2020年代初頭までに、介護サービスが利用できずやむを得ず離職する者をなくすと

ともに、特別養護老人ホームに入所が必要であるにもかかわらず自宅で待機している

高齢者を解消することを目指し、約 10万人分の在宅・施設サービスの前倒し、上乗せ

整備を支援する。また、定期借地権の一時金の支援の拡充、介護施設等の合築・併設

を行う場合の補助単価の加算新設、空き家を活用した整備を支援する。 

 

○ 地域医療介護総合確保基金（介護分）を活用した介護人材対策の加速化 

（地域医療介護総合確保基金（介護分）の積み増し）１１９億円 

地域医療介護総合確保基金を活用した取組をより一層加速化するとともに、新規参

入促進や離職防止・定着促進の観点から、以下の取組を追加して実施するため、地域

医療介護総合確保基金の積み増しを行う。 

・ 将来の就労を視野に入れている中高年齢者に対する入門的な研修、職場体験等の

実施 

・ 資格取得のための研修受講の際の代替要員確保や、医療的ケア研修の受け皿の整

備 

・ 介護施設・事業所内保育所の設置の加速化や子育て支援のための代替職員のマッ

チングにつなげるための仕組みづくり 

・ 雇用管理改善に取り組む事業者のコンテスト・表彰の実施 
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「認知症施策推進総合戦略」（新オレンジプラン）に基づき、早期診断・早期対応を

軸とした、認知症の容態に応じた切れ目のない適時・適切な医療・介護等の提供が図

られる仕組みを構築するなど、認知症高齢者等にやさしい地域づくりを推進する。 

   

①認知症に係る地域支援事業の充実（社会保障の充実）（再掲・３７ページ参照） 

５７億円（２８億円） 

ア 認知症初期集中支援推進事業                      ３０億円（１３億円）  

「認知症初期集中支援チーム」を地域包括支援センター、認知症疾患医療セン

ター等に設置し、認知症専門医の指導の下、保健師、介護福祉士等の専門職が、認

知症の人やその家族に対して、初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサ

ポートを実施する。（316箇所→911箇所） 

 

イ 認知症地域支援・ケア向上事業                      ２６億円（１５億円） 

認知症の人ができる限り住み慣れた良い環境で暮らし続けることができるよう、 

・ 市町村ごとに、認知症疾患医療センター等の医療機関、介護サービス事業

所や地域の支援機関の間の連携支援や認知症の人やその家族を支援する相談

業務等を行う認知症地域支援推進員を設置し、 

・ 地域の実情に応じて、一般病院・介護保険施設などでの認知症対応力の向

上、認知症ケアに携わる多職種の協働研修、認知症グループホームなどでの

在宅生活継続のための相談・支援及び認知症カフェ等の設置やボランティア

による認知症の人の居宅訪問等を推進する。（580箇所→1,094箇所） 

 

②認知症施策の総合的な取組                             １４億円（１２億円） 

ア 認知症疾患医療センターの整備の促進                  ８億円（６．４億円） 

認知症の人とその家族に対する早期診断や早期対応を行うため、認知症の専門

医療機関である認知症疾患医療センターの整備の促進を図る（366 箇所→433 箇

所）。 

 

イ 認知症総合戦略加速化推進事業【新規】                            １２百万円 

市町村における認知症施策の実施を更に加速化させるため、「認知症施策推進

総合戦略」（新オレンジプラン）の推進に当たっての課題や先進事例を共有する取

組等を実施する。 

 

ウ 認知症医療・介護連携の枠組み構築のためのモデル事業【新規】       ５２百万円 

認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等が提供される循環型の仕組み

を構築するため、都道府県と保健所が中心となって、二次医療圏単位で認知症に

関わる医療機関と圏域内の市町村の地域包括支援センター等が集まる場を設け、

認知症医療と介護の連携の枠組みを議論し、市町村の地域ケア会議を通じた適切
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な認知症医療・介護の連携が行われるようにするためのモデル事業を実施する。  

 

 エ 若年性認知症施策【一部新規】                    ８７百万円（６４百万円） 

若年性認知症に関する相談から医療・福祉・就労の総合的な支援を実施するた

め、若年性認知症の人の自立支援に関わる者のネットワークの調整役を担う「若

年性認知症支援コーディネーター」を配置するなどの取組を推進する。 

 

③認知症研究の推進【一部新規】（後掲・４６ページ参照）          ８．６億円（６．８億円） 

認知症に関して、コホート研究（※）の全国展開と疾患登録に基づくデータ等を

活用して、有効な予防法、革新的な診断・治療法等の開発を進めるとともに、臨床

研究の実施を支援する体制の整備を推進する。 

※コホート研究：国内の一定集団における、長期間にわたる健康・疾病状態の追跡研究 

 

④認知症研究のための国際連携体制の整備【新規】              ２億円 

「健康・医療戦略の実行状況と今後の取組方針 2015」及び「認知症施策推進総合

戦略」に基づき、認知症に係る研究開発における国際連携の強化に向けた体制整備

を推進する。 

 

⑤認知症のケアに関わる人材の育成と介護サービス基盤の整備（社会保障の充実） 

地域医療介護総合確保基金（介護分）の内数 

認知症ケアに携わる人材に対して必要な知識や技術などを習得させ、認知症高齢

者に対する介護サービスの質の向上を図る。また、新たに、歯科医師・薬剤師及び

看護職員の認知症対応力向上研修並びに新任の介護職員に対する認知症介護基礎研

修を実施する。 

 

⑥認知症高齢者等の権利擁護に関する取組の推進 

ア 成年後見制度の普及・利用促進 

                             地域支援事業の推進の内数（再掲・３７ページ参照） 

成年後見制度利用促進のための広報・普及を行うとともに、低所得の高齢者に係

る成年後見制度の申し立てに要する経費や成年後見人等に対する報酬の助成等を

行う。 

 

イ 認知症高齢者等の権利擁護に関わる人材の育成とその活動を支援する体制の整備

（社会保障の充実）                  地域医療介護総合確保基金（介護分）の内数 

市民後見人等の権利擁護人材の養成研修を実施するとともに、権利擁護人材の

資質向上のための継続的なフォローアップや専門職からのバックアップがなされ

る支援体制の構築を推進する。 
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ウ 市民後見人育成・活用推進事業【新規】                      ２０百万円 

       家庭裁判所の管轄する地域等において広域的に市町村及び関係機関が連携する

協議会を設置し、市民後見人の育成及び活用の促進を図る。 

 

エ 高齢者虐待の防止の推進                             １．１億円（１億円）  

介護施設等の従事者に対する権利擁護意識向上を図る研修を実施するとともに、

高齢者虐待を中心とした権利擁護に関連する専門的相談・支援体制の構築を推進

する。 

 

（４）介護サービスの生産性の向上【新規】                      ４．３億円 

介護ニーズが増加する一方、労働力人口が減少する状況下で、介護サービスの効果

的・効率的な提供を推進するため、以下の取組を実施する。 

 

①介護ロボット開発等加速化事業【新規】                                    ３億円 

介護ロボット等の開発・普及について、開発企業と介護現場の協議を通じ着想段

階から現場のニーズを開発内容に反映、開発中の試作機へのアドバイス、開発され

た機器を用いた効果的な介護技術の構築など、各段階で必要な支援を行うことによ

り、加速化を図る。 

 

   ア ニーズ・シーズ連携協調のための協議会の設置 

     開発前の着想段階から介護ロボットの開発の方向性について開発企業と介護現

場が協議し、介護現場のニーズを反映した開発の提案内容を取りまとめる協議会

を設置する。 

 

   イ 福祉用具・介護ロボット実用化支援事業 

     介護現場のニーズに適した実用性の高い介護ロボットの開発が促進されるよう、

開発中の試作機器について介護現場での実証、成果の普及啓発等を行い、介護ロ

ボットの実用化を促す環境を整備する。 

 

   ウ 介護ロボットを活用した介護技術開発支援モデル事業 

     介護ロボットの導入を推進するためには、使用方法の熟知や、施設全体の介護

業務の中で効果的な活用方法を構築する視点が重要であり、介護ロボットを活用

した介護技術の開発までを支援するモデル事業を実施する。 

 

②介護分野の効率化・ＩＣＴ化等による生産性の向上【新規】                  １．３億円 

介護サービスの生産性の向上等を図るため、介護事業所の ICT の活用等による業

務効率化の取組や ICT を活用した事業所間の連携の取組をモデル的に実施するとと

もに、効果的・効率的なサービス提供モデルの分析・評価・普及等を行う。 
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（５）地域での介護基盤の整備【一部新規】（一部社会保障の充実）                                        

４４４億円（４３２億円） 

①介護施設等の整備に関する事業（社会保障の充実）（再掲・３８ページ参照） 

４２３億円（４２３億円） 

地域密着型特別養護老人ホーム等の地域密着型サービスの施設整備に必要な経費

や、介護施設（広域型を含む）の開設準備等に必要な経費、特養多床室のプライバ

シー保護のための改修等に必要な経費について、地域医療介護総合確保基金により、

支援を行う。 

 

②介護施設等における防災対策等の推進【一部新規】          ２１億円（９．６億円） 

介護施設等における防災対策を推進するため、自力で避難することが困難な方が

多く入所する介護施設等におけるスプリンクラー等の設置などに必要な経費につい

て支援を行う。 

 

（６）介護予防等の取組に係る先進事例の横展開の推進【一部新規】 

１億円（６３百万円） 

介護予防における市町村のリーダーシップ構築、市町村が主体的に介護予防に取り

組むための組織づくりと運営、効率的・効果的な短期集中介護予防プログラムの実施

と地域の受け皿づくりを全国の市町村で実践できるよう技術的な支援を行う。 

 

（７）介護給付の適正化の推進【一部新規】           １．５億円（５０百万円） 

①介護給付適正化推進特別事業【一部新規】              ７４百万円（５０百万円） 

（参考）【平成 27年度補正予算案】 
○ 介護ロボットや ICT の効果的な活用方法の検討等                  １．６億円 

介護施設等において、介護ロボットの導入を推進し、その効果的な活用方法を構築

するためのモデル事業を実施する。また、介護事業所において ICT の活用により業務

上の文書削減や業務の効率化の効果について検証するモデル事業を実施し、介護事業

所における ICTのより効果的な活用に向けたガイドラインを作成する。 

 
○ 介護ロボット等導入支援特別事業                                 ５２億円 

介護従事者の介護負担の軽減を図るため、介護施設等が一定額以上の介護ロボット

を導入する際の支援を行う。また、高齢者と関わる家族等の介護負担の軽減を図るた

め、介護ロボット等を活用した見守りを支援する機器を導入する際の支援を行う。 
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介護給付費の適正化の取組をより一層推進するため、保険者支援の観点から、市

町村へ専門家を派遣するモデル事業を実施し、効果的な介護費用分析や給付適正化

のための手法を検討する。 

 

②ケアマネジメント適正化推進事業【新規】                          ７５百万円 

自立支援に資する適切なケアマネジメントを推進するための取組をモデル事業と

して実施する。 

 

（８）介護・医療関連情報の「見える化」の推進          ３．５億円（１．９億円） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、全国・都道府県・市町村・日常生活圏域

別の特徴や課題、取組等を市町村等が客観的かつ容易に把握できるよう、介護・医

療関連情報の共有（「見える化」）のためのシステム構築等を推進する。 

 

（９）低所得の高齢者等の住まい・生活支援の推進      ８２百万円（１．１億円） 

自立した生活を送ることが困難な低所得の高齢者等が住み慣れた地域で安心して

暮らせるよう、社会福祉法人等が実施する空家等を活用した住まいの確保や、見守

り・日常的な生活相談等の取組等に関する支援を行う。 

 

（１０）生涯現役社会の実現に向けた環境整備等          ２９億円（３１億円） 

生涯現役社会を実現し、企業退職高齢者などが地域社会の中で役割を持って生活

できるよう、一定の収入を得ながら自らの生きがいや健康づくりにもつながり、介護

予防や生活支援のモデルとなる有償ボランティア活動などの立ち上げや、老人クラブ

活動への支援等を行う。 

 

（１１）適切な介護サービス提供に向けた取組の支援【一部新規】 

                                  １０９億円（１１１億円） 

新しい総合事業の円滑な導入等を図るため、新しい総合事業を実施又は実施する

予定の市町村の職員が、事例を交えつつ、円滑な施行のために必要な知識等を習得す

るためのセミナーを実施するなどの各種の取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

「医薬品産業強化総合戦略（平成 27年９月４日策定）」等を踏まえ、以下の施策を推進

する。 

 

５ 革新的医薬品・医療機器の創出、世界最先端の医療の実現など 

８２５億円（８６１億円） 
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（１）革新的な医薬品・医療機器等の国内開発の環境整備【一部新規】 

４．２億円（２．８億円） 

①革新的医療機器等の実用化促進                            １９百万円（４百万円） 

欧米未承認の医療機器を含め、医療上の必要性の高い未承認医療機器等の実用化

を促進するため、医療ニーズの高い医療機器等の早期導入に関する検討会の運営に

係る事務局体制を強化する。 

 

②医療情報データベースの構築                               ２．６億円（２．７億円） 

医薬品等の市販後安全対策の強化を図るため、電子化された大規模医療情報の医

薬品等安全対策への利活用に向けて、協力医療機関に構築したデータベースに蓄積

されたデータの品質管理や解析手法の確立のための検証作業を行う。 

 

③迅速な承認審査の推進等                                            １．４億円 

ア PMDA の体制強化【新規】                                         １．３億円 

（独）医薬品医療機器総合機構（PMDA）において、薬事戦略相談の充実、市販後

安全対策として革新的医療機器に係る医療機関からの重点的な情報収集や医薬品

リスク管理計画（RMP）を通じた安全対策の実施等に必要な人員体制を整備する。 

 

イ 人道的見地からの治験実施の推進【新規】                            ７百万円 

治験の参加基準を満たさない患者等を組み入れた人道的見地からの治験を推進

するため、開発企業等が実施する際に必要な PMDA への治験相談に係る手数料を軽

減する。 

 

（２）後発医薬品の使用促進（一部後掲・５０ページ参照）   ７．１億円（５．８億円） 

①学術的評価と監視指導を連動させた一元的な品質確保の推進    ３．１億円（１．７億円） 

後発医薬品の信頼性向上を図るため、「ジェネリック医薬品品質情報検討会」にお

いて、学会発表等で品質に懸念が示された品目や市場流通品についての品質確認検査

の実施方針の決定や検査結果等の学術的評価を一元的に実施し、有効成分ごとに品質

情報を体系的にまとめた情報集（ブルーブック（仮称））等を公表する。また、国立

試験研究機関及び都道府県における後発医薬品の品質確認検査の実施体制を強化す

る。 

 

②後発医薬品使用促進対策の実施                            １．５億円（１．７億円） 

後発医薬品に係る数量シェアの目標値を平成 29年央に 70％以上、平成 30年度か

ら平成 32年度末までの間のなるべく早い時期に 80％以上とする方針を踏まえ、患者

や医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、品質・安定供給の

確保、情報提供の充実や普及啓発等による環境整備に関する事業、「後発医薬品のさ
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らなる使用促進のためのロードマップ」の取り組み状況のモニタリング等を引き続き

実施する。 

 

③後期高齢者医療広域連合における後発医薬品の使用促進への支援（後掲・５０ページ参

照）                                                     ２．５億円（２．４億円） 

 

（３）医療分野の研究開発の促進等                     ４７８億円（４７４億円） 

世界最高水準の医療の提供に必要な医療分野の研究開発について、国立研究開発法

人日本医療研究開発機構（AMED）を通じた基礎から実用化まで一貫した研究支援を

行い、その成果を円滑に実用化する。 

 

①オールジャパンでの医薬品創出                          １０１億円（１０１億円） 

創薬支援ネットワーク（※）において、大学や産業界と連携し、化合物ライブラ

リの拡充や臨床効果予測などの新たな機能を構築する。 

また、既存薬の新たな治療効果のエビデンス構築による希少疾病用医薬品の開発、

小児用医薬品の剤形の最適化、漢方製剤に用いる薬用植物等に関する研究、医薬品

の開発過程の効率化等に資する創薬基盤研究を推進することで、創薬シーズ創出等

の加速化を図る。 

これらに加え、疾患登録情報を活用した産学連携により治験を共同して実施する

仕組みを形成し、患者の登録・組入れを効率的に進める体制を整備することで、国

内開発の活性化を促す。 

※創薬支援ネットワーク：AMED創薬支援戦略部が本部機能を担い、国立研究開発法人理化学研

究所、医薬基盤・健康・栄養研究所及び産業技術総合研究所等との

連携により、革新的医薬品の創出に向けた研究開発等を支援する取

組 

 

②オールジャパンでの医療機器開発                            ２４億円（２４億円） 

我が国の持つ優れた技術を革新的医療機器の開発・事業化へつなげるため、世界

一のロボット技術を活用した手術支援ロボットシステムや人工組織や人工臓器等に

ついて、産・学・官のものづくり力を結集した研究開発を促進する。 

さらに、医療機器の開発初期段階から事業化に至るまで、切れ目なく支援する体

制を整備することで、革新的医療機器の事業化を加速する。 

 

③革新的医療技術創出拠点プロジェクト                          ３８億円（４６億円） 

国立高度専門医療研究センター（NC）が蓄積する疾患登録情報等を活用し、臨床

研究中核病院を中心とした臨床研究・医師主導治験を推進する。国際水準の質の高

い臨床研究及び医師主導治験を実施するとともに、ARO（※）機能を活用した多施設

共同の臨床研究を実施する。 
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 ※ARO：Academic Research Organization の略。研究機関、医療機関等を有する大学等がその

機能を活用して医薬品開発等を支援する組織 

 

④再生医療の実現化ハイウェイ構想                         ３３億円（３１億円） 

治療方法の探索のための臨床研究・治験や、実用化を見据えた産学連携のための

研究等を促進する。 

また、iPS細胞等を用いた創薬等研究を支援するとともに、iPS細胞技術を応用し

た医薬品心毒性評価手法（※）の開発及び国際標準化への提案を行う。 

※医薬品心毒性評価手法：医薬品が心臓に望ましくない作用を現すか、その毒性を確認する

評価試験法 

 

⑤疾病克服に向けたゲノム医療実現化プロジェクト                ３０億円（１．５億円） 

疾患の発症や薬剤反応性等に関連する可能性のある遺伝子を臨床的に検証すると

ともに、ゲノム診断の精緻化や診断・治療方針の明確化を図るなど、ゲノム医療の

実用化に向けた研究を推進する。 

 

⑥ジャパン・キャンサーリサーチ・プロジェクト                     １０６億円（８７億円） 

がんの予防や早期発見手法に関する研究、ライフステージやがんの特性に着目し

た研究（小児がん、AYA 世代（思春期世代と若年成人世代）のがん、高齢者のがん、

難治性がん、希少がん等）、革新的な医薬品・医療機器等の開発などを重点的に推進

する。 

 

⑦脳とこころの健康大国実現プロジェクト                        ３７億円（１０億円） 

認知症に関して、コホート研究の全国展開と疾患登録に基づくデータを活用して、

有効な予防法、革新的な診断・治療法等の開発を進めるとともに、臨床研究の実施

を支援する体制の整備を推進する。精神疾患対策として、精神医療の診療方法の標

準化及び治療方法の開発等を推進する。 

 

⑧新興・再興感染症制御プロジェクト                            ４７億円（２２億円） 

エボラ出血熱等の一類感染症、薬剤耐性菌、中東呼吸器症候群、インフルエンザ、

デング熱、下痢症感染症、HTLV-1（ヒトＴ細胞白血病ウイルス１型）等に関する研

究を含む、新たな診断薬、治療薬及びワクチン開発に資する研究を推進する。 

 

⑨難病克服プロジェクト                                  １１２億円（８６億円） 

疾患特異的 iPS 細胞を用いた病態解明・治療法の開発研究を推進するとともに、

難病の克服につながるような希少遺伝子の検査法等の開発や未診断疾患に関する検

査・診断スキームの構築等を推進する。 
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⑩厚生労働科学に係る医療分野の研究開発（①～⑨以外）          ７０億円（８１億円） 

妊娠期及び小児期・思春期の疾患、脳卒中を含む循環器疾患、糖尿病などの生活

習慣病、女性に特有の疾患、HIV感染／エイズ、慢性腎臓病、免疫アレルギー疾患、

慢性の痛みを呈する疾患、高齢者の生活の質を大きく低下させる疾患、肝炎など多

岐にわたる疾患等に対し、新たな診断・予防・治療方法等の開発を推進する。臨床

研究等 ICT 基盤の構築を推進し、日本発の革新的な医薬品・医療機器等の開発を推

進する。また、統合医療について、安全性・有効性に関する知見を収集し、その評

価手法を確立するための研究等を推進する。 

 

（４）臨床研究体制の強化・再生医療等の実用化の促進       ８１億円（３２億円） 

①革新的な医薬品等の実用化に向けた質の高い臨床研究の推進等【一部新規】（一部後

掲・４７、４８ページ参照）                                      ５７億円（２９億円） 

日本の豊富な基礎研究の成果から革新的な医薬品・医療機器を創出するため、臨

床研究中核病院における臨床研究の安全性の確保を図るとともに、他施設に対する

研究支援体制の構築や国際共同研究の実施体制の整備等を行う。 

さらに、質の高い臨床研究を実施できる人材を育成するため、臨床研究コーディ

ネーターやデータマネージャー、医師等の研修等を実施するとともに、生物統計家

を育成するための研修内容の検討等を行う。 

 

②クリニカル・イノベーション・ネットワークの構築（疾患登録情報を活用した臨床開発インフ

ラの整備）【一部新規】（一部再掲・４７ページ参照)（一部後掲・４７、４８、９７ページ参照）                                             

３１億円（６１百万円） 

NCが蓄積する疾患登録情報等を活用し、臨床研究中核病院を中心とした産学連携

による医薬品、医療機器、再生医療等製品の臨床開発や治験を推進する仕組みを整

備する。 

 

③ゲノム医療の実用化に向けた取組の推進【新規】（一部再掲・４７ページ参照）    ３６億円 

大学病院等医療機関の疾患ゲノム情報等を集約するため、NCを中心とした拠点に

「全ゲノム情報等の集積拠点」を整備する。オールジャパンのネットワークを形成

し、ゲノム情報を活用して、難病・がん等の個別化医療の実用化等を図る。 

 

④再生医療の臨床研究・治療の推進等に向けた取組【一部新規】（一部再掲・４７ページ参

照）                                                  ４．５億円（２．６億円） 

再生医療の臨床研究・治験の推進のため、学会に対して、人材育成や臨床研究デ

ータベースの整備など、再生医療臨床研究の基盤整備を支援する。 

また、再生医療等の安全性を十分に確保しつつ実用化を促進するため、再生医療

等提供計画の審査や細胞培養加工施設の調査に必要な体制等を整備する。 
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（５）厚生労働行政施策の推進に資する研究の促進        ６９億円（７２億円）  

厚生労働行政の各分野の政策立案、基準策定等のための基礎資料や科学的根拠を得

るための研究及び各分野の政策の推進、評価に関する研究等を推進する。 

医療データの利用拡大のための基盤整備、地球規模の保健課題解決に日本がリーダ

ーシップを発揮するための戦略、良質な介護予防サービスの提供や障害者支援を推進

する地域づくりに取り組むとともに、食品の安全性確保、事業場における労働者の安

全と健康の確保、化学物質の安全対策、地域における健康危機管理、水道水や生活環

境の安全対策、テロリズム対策などに必要な研究を推進する。 

 

（６）医薬基盤・健康・栄養研究所の研究開発の促進【一部新規】３７億円（４１億円） 
医薬基盤・健康・栄養研究所において、医薬品及び医療機器等の開発に資する共通

的な研究を通じて、医薬品等技術の向上のための基盤の整備を図り、医療上の必要性

が高い希少疾病用医薬品等の開発振興を充実・強化するとともに、国民の健康・栄養

に関する調査・研究を推進する。 
また、難病の患者情報等を活用し、関係機関との連携による研究の推進を図るほか、

感染症対策の一環として、ワクチン研究開発を推進する。 
 

（７）医療関連産業の活性化等                   １０８億円（１０７億円） 

①新たな医薬品・医療機器の開発の促進                   １０２億円（１０２億円） 

ア 医薬品創出（オールジャパンでの医薬品創出）（再掲・４５ページ参照） 

１０１億円（１０１億円） 

 

イ 世界に通じる国産医療機器創出のための支援体制の整備（再掲・４７ぺージ参照）                

７２百万円（７２百万円） 

医療機器の研究開発の経験が豊富な医療機関で、医療機器を開発する企業の人材

を受け入れ、市場性を見据えた製品設計の方法に関する研修等を実施することによ

り、開発人材の育成や国内外の医療ニーズを満たす国産医療機器の開発を推進する。 

 

②医療の国際展開                                 ６．１億円（５．５億円） 

ア 医療の国際展開の推進                           ４．７億円（４．１億円） 

医療・保健分野における協力覚書を結んだ 14 か国を中心として、医師・看護師

等の人材育成や公的医療保険制度の整備等を支援するため、我が国の医療政策等に

関する有識者や医師等医療従事者の諸外国への派遣、諸外国からの研修生の受入れ

を国立国際医療研究センターを拠点として実施する。 

また、日本で承認された医薬品・医療機器の諸外国での許認可を迅速化・簡素化

するため、海外展開している日系企業及び当該国での課題等の把握並びに保健省等

との協議・交渉を行う。 

－48－



 

イ 医療機関における外国人患者受入体制の充実            １．４億円（１．４億円） 

外国人が安心・安全に日本の医療サービスを受けられるよう、医療通訳等の配置

支援や外国人患者受入れ医療機関認証制度の普及を図る。 

 

（８）最先端医療技術の迅速・適切な評価の推進【一部新規】１．６億円（１．５億円） 

医療保険制度への医療技術の費用対効果評価の試行的導入として、医薬品・医療機

器の評価及び指標開発等に関する調査等を行う。 
また、平成 28年度から患者申出療養を開始するに当たり、患者からの申出を迅速な

実施計画の作成につなげるために、未承認薬に係る臨床研究計画や海外での開発状況

に関する調査等を行う。 
 
 

 

 

 

（１）予防・健康管理の推進                       １１５億円（７３億円） 

①データヘルス（医療保険者によるデータ分析に基づく保健事業）の効果的な実施の推進 

                          ７．５億円（７．５億円） 

ア レセプト・健診情報等の分析に基づいた保健事業等の推進   ６．５億円（６．５億円） 

医療保険者による PDCAサイクルに沿った効率的・効果的な保健事業の取組を推

進するため、医療保険者において策定した「データヘルス計画」及び計画に基づく

事業の実施結果について、評価・分析等を行う。 

また、データヘルス計画を策定した医療保険者が実施している先進的な保健事業

については、中小の保険者を含めて、将来的に多くの医療保険者で取り入れること

ができるよう、その取組結果だけではなく事業構成や実施体制・過程の検証等を保

険者自らが実施するための支援を行う。 

 

イ 保険者協議会における保健事業の効果的な実施への支援     １億円（９４百万円） 

都道府県単位で医療保険者が共通認識を持ち、健康づくりの推進等を図るため、

各都道府県の保険者協議会に対して、データヘルス事業の底上げや、都道府県内医

療費分析等の役割を推進するための支援等を行う。 

 

②先進事業等の好事例の横展開等                           １９億円（１６億円） 

ア 糖尿病性腎症患者の重症化予防の取組への支援          ４０百万円（２．７億円） 

糖尿病性腎症の患者であって、生活習慣の改善により重症化の予防が期待される

者に対して、医療保険者が医療機関と連携した保健指導を実施する好事例の横展開

を進める。 

６ 予防・健康管理の推進等               １２４億円（７８億円） 

 

          

 

 

－49－



 

イ 後期高齢者医療広域連合における後発医薬品の使用促進への支援（再掲・４５ページ

参照）                                       ２．５億円（２．４億円） 

後期高齢者医療広域連合が実施する後発医薬品差額通知の送付等、後発医薬品の

使用促進を図るための取組への支援を行う。 

 

ウ 重複頻回受診者等への訪問指導等及び高齢者の低栄養防止等の推進の支援【一部

新規】                                                 ４．５億円（１．９億円） 

レセプト等情報により選定した重複・頻回受診者等に対して、保健師等による訪

問指導を実施することにより、適正受診の促進を図る。また、重複・多量投薬者等

に対して、地域薬剤師会の協力を得て、薬剤師等による訪問指導及びその結果を処

方医、薬局にフィードバックすること並びに周知広報（飲み残し、飲み忘れ防止等）

を行うことにより、医薬品の適正使用の推進を図る。 

また、高齢者の特性を踏まえた保健指導等を実施することにより、低栄養、筋量

低下等による心身機能の低下の予防、生活習慣病等の重症化予防等の推進を図る。 

 

エ 歯科口腔保健の推進【一部新規】（一部再掲・３２ページ参照） ９．７億円（９．１億円） 

歯科疾患に関する実態調査や歯科保健サービスの効果の検証を行う。また、口腔

と全身に関する知識の普及啓発に取り組むとともに、口腔保健支援センターの設置

を促進し、生涯を通じた歯科口腔保健施策を推進する。 

また、後期高齢者医療広域連合が実施する高齢者の特性を踏まえた歯科健診の実

施について支援を行う。 

 

   オ 生活保護受給者への適正受診指導等の強化【新規】（後掲・８４ページ参照） 

  ２．１億円 

 

③患者のための薬局ビジョンの推進【新規】                               １．８億円 

かかりつけ薬局の機能を明確化し、将来に向けた薬局再編の姿を示した「患者の

ための薬局ビジョン」の実現に向けて、24時間対応や在宅対応等における地域の薬

局間での連携体制構築のための取組や健康サポート機能の更なる強化に向けた先進

的な取組など、薬剤師・薬局のかかりつけ機能の強化のためのモデル事業を実施す

る。 

 

④予防・健康インセンティブの取組への支援【新規】                         １．２億円 

2020年に向けて、健康長寿社会の実現や医療費適正化を図るため、経済団体、保

険者、自治体、医療関係団体等民間組織で構成される「日本健康会議」における、

予防・健康づくりのインセンティブを推進する自治体を増やすなどの目標を達成す

るための取組等の支援を行う。 
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⑤介護・医療関連情報の「見える化」の推進（再掲・４３ページ参照） ３．５億円（１．９億円） 

 
⑥認知症高齢者等にやさしい地域づくりのための施策の推進【一部新規】（一部社会保障の

充実）（再掲・３８ページ参照）                          ８２億円（４８億円） 

 

（２）医療情報の電子化・利活用の促進等                  ９億円（４．８億円） 

①NDB データの利活用及び医療保険分野における番号制度の利活用推進 

４．３億円（３．５億円） 

レセプト情報等から得られる医療に関する情報について、地域別等に集計した 

「NDB（※）オープンデータ」にとりまとめて公表することで、レセプト情報等から

得られる情報に対する国民の理解を深めるとともに、レセプト情報等の利活用を促

進する。 

また、医療保険分野における番号制度の利活用を推進するため、これまでの調査

研究結果による技術的課題や費用対効果等を踏まえつつ、医療保険のオンライン資

格確認等の各種業務の実施に向けて必要な経費を確保する。 

※NDB：国が保有するレセプト情報、特定健診情報及び特定保健指導情報のデータベース 

 

②DPC データの活用の促進等                                ４．７億円（１．３億円） 

DPCデータ（※）の一元管理及び利活用に向けたデータベースの構築を行う。 

※DPCデータ：急性期入院医療を担う医療機関から提出され、診療報酬改定に活用される臨床

情報と診療行為のデータ 
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